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会社概要 
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沿革 
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2012年8月10日 
 

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための 
  消費税法等の一部を改正する法律」が可決・成立 

消費税増税 
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消費税増税対応 

購入タイミングの柔軟性について 

①購入動機がライフサイクルのため、 
    購入タイミングの柔軟性が低い 
 
②顧客ターゲットの属性上、 
    柔軟性に制限がある 

業界内では影響が少ない 

価格弾力性について 

顧客ターゲットの属性上、 
価格弾力性は大きい 

エリア価格での供給を維持 

用地仕入れの段階から 
消費税10%想定での仕入を実施 
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アベノミクス 

日銀による 
異次元金融緩和 

金融政策 
財務政策 
成長戦略 

過度な円高是正 ・ 株価の上昇 

デフレ脱却・景気回復の期待感 

アベノミクス及び日銀による金融緩和の影響 
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不動産業界への影響と当社の見解 

不動産販売価格について 

郊外エリアにおいて、上昇傾向 
 

エリア価格を注視しつつ、販売価格の引上げ 

土地仕入代金について 

将来的には上昇に転じると予想 
 

現在、仕入を積極化 

金融動向について 

銀行の貸出増加・低金利の持続を予想 

建築費について 

将来的には上昇可能性 
 

鉄鋼市況の悪化等もあり、早期の値上がりはないと予想 
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41期 決算概況 
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2012年3月期 
（第40期） 

2013年3月期 
（第41期） 

増減率 

 売上高 55,191 64,907 17.6% 

 営業利益   5,930 6,361 7.3% 

 経常利益  5,071 5,792 14.2% 

 当期純利益  3,681 4,074 10.7% 

（単位：百万円） 

連結損益計算書 
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2012年3月期 
（第40期） 

2013年3月期 
（第41期） 

増減率 

不動産販売事業 50,281 59,310 18.0% 

不動産賃貸事業  1,419 1,485 4.6% 

不動産管理事業  2,282 2,582 13.1% 

その他  1,206 1,529 26.7% 

（単位：百万円） 

連結セグメント情報（売上高） 
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2012年3月期（第40期） 2013年3月期（第41期） 増減率 

流動資産 50,919 55,932 9.8% 

現金及び預金 17,394 17,911 3.0% 

たな卸資産 30,294 35,376 16.8% 

販売用不動産 7,430 2,067 △72.2% 

仕掛不動産 22,863 33,308 45.7% 

固定資産 19,357 19,081 △1.4% 

資産合計 70,277 75,013 6.7% 

流動負債 37,372 29,025 △22.3% 

支払手形・買掛金 10,165 7,920 △22.1% 

借入金（短期・一年内） 21,381 14,004 △34.5% 

固定負債 11,765 21,840 85.6% 

長期借入金 10,774 20,849 93.5% 

負債合計 49,138 50,866 3.5% 

純資産 21,138 24,147 14.2% 

資本金 4,819 4,819 － 

その他自己資本 16,318 19,328 18.4% 

負債純資産合計 70,277 75,013 6.7% 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表 
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2011.3月期 
（第39期） 

2012.3月期 
（第40期） 

2013.3月期 
（第41期） 

 １株当たり 
 当期純利益（円） 

168.14 116.49 134.45 

 １株当たり 
 純資産（円） 

566.66 683.33 807.58 

 期中平均株式数（株） 30,236,227  31,607,112 30,302,354 

株式関連指標（連結） 
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財務トピックス① 
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長期借入金 

2012年3月期 10,774百万円 
2013年3月期 20,849百万円 

             （93.5％増） 
 

借入金（短期・一年内） 
2012年3月期 21,381百万円 
2013年3月期 14,004百万円 

             （34.5％減） 
 

長期借入金増加の一方、 
短期・ 一年内返済予定長期借入金の圧縮 

 
順調な事業サイクルへ 

(百万円) 
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仕掛不動産金額 
2012年3月期 22,863百万円 
2013年3月期 33,308百万円 

             （ 45.7％増） 
 

販売用不動産 
2012年3月期   7,430百万円 
2013年3月期   2,067百万円 

             （ 72.2％減） 

■ 順調な仕入状況 
  41期新築分譲マンション竣工  1,469戸 
 対して、仕掛不動産金額の増加 
  ※42期・ 43期 事業用地100％仕入済 
  （42期計画1,710戸、43期計画1,740戸） 
 

■ 順調な販売状況 
  販売用不動産の減少 
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財務トピックス② 
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1,020戸 

契約済 

引渡実績と42期引渡予定戸数 

引渡・契約状況（新築分譲マンション） 

(予定) 

 
 2013年3月期（41期）引渡実績 

               1,686戸 
※41期竣工引渡物件19棟（1,469戸） 

全戸契約・引渡済 
 
 

 2014年3月期（42期）引渡予定戸数   

        1,710戸 
 ※既契約戸数1,020戸・進捗率59.6 ％

（2013年3月末時点）   
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トピックス 
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新中期経営計画の策定 

トピックス① 
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新中期経営計画の策定 
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Takara Leben  Next Stage 2016 
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中心施策 

大幅な組織変更を伴わない着実な安定成長を目指す 

 売上戸数の安定的な増加 1 

 太陽光発電マンションの推進 2 

 メガソーラー事業の新規展開 3 

 地方中心市街地におけるマンション供給の安定化 4 

 戸建事業の再構築 5 
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新中期経営計画 戦略全体像 
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一貫したポジショニング 
「誰もが無理なく安心して購入できる理想の住まい」→エリア価格・エリア需要の厳守 

ライフサイクルニーズに対する供給 

首都圏郊外エリア 

3LDK/70㎡台のファミリーマンション 

3,000万円前後 

ボリュームゾーン 
（年収400万円～600万円台の一次取得者層） 

エリア 

商品 

価格 

ターゲット 

分譲マンション用地取得3基準 

住環境を重視 
（学校・生活利便施設・公園隣接等） 

粗利益率25%前後を基準 

エリアマーケティングを徹底 

立地基準 

収益基準 

需給基準 

原則としてエリアニーズ以上の供給は行わず、 
中広域ニーズをメインターゲットとはしない 

24% 

49% 

18% 

9% 
400万円未満 

400～699万円 

700～999万円 

1,000万円以上 

15% 

45% 

26% 

14% 

出典：総務省統計局公表統計データ（家計調査（平成24年平均）：2013年2月19日公表）より作成 

ターゲット 

勤労者世帯（二人以上の世帯）年収分布 勤労者賃貸世帯（二人以上の世帯）年収分布 
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太陽光発電マンションの推進 

トピックス② 
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太陽光発電マンションの推進 

太陽光発電マンションを棟数ベースで年間50％以上へ 
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太陽の丘プロジェクト 

戸別蓄電付き売電可能太陽光マンション・戸建複合街作りプラン 
日本 
初 

※ 

※株式会社不動産経済研究所調べ 

戸別太陽光発電マンション2棟約160戸※、戸建約40戸の総戸数約200戸規模の複合街作りプラン 
         （※1棟目： レーベンリヴァーレ横濱鶴ヶ峰ヒルズ99戸 2棟目： レーベン横濱鶴ヶ峰テラス59戸） 
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42期引渡予定の太陽光発電マンション 

物件名 所在地 戸数 

レーベン千葉ニュータウン中央 千葉県 55戸 

レーベンリヴァーレ町田ルージアタワー 東京都 111戸 

レーベン八潮 埼玉県 77戸 

レーベンつくば研究学園 茨城県 73戸 

レーベン新川崎デュアリズム 神奈川県 122戸 

レーベン流山おおたかの森 千葉県 65戸 

レーベン武蔵浦和 埼玉県 52戸 

レーベン吉川美南サンプレッジ 埼玉県 102戸 

レーベン東鷲宮テラス 埼玉県 200戸 

42期引渡予定23棟中9棟（約40％）に太陽光発電を採用 
25 



メガソーラー事業の新規展開 

トピックス③ 
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【 第１号プロジェクト 】 
 設置場所     : 栃木県塩谷郡 
 敷地面積     : 36,727.35㎡   
 発電規模     : 約3メガワット 
 想定発電量 : 約300万kWh/年 
                     （一般家庭 850 世帯分） 

 稼働見込     :  2013年8月 

 
 

メガソーラー事業の新規展開 

エコエナジー事業部の新設 
メガソーラー事業参入 

2016年3月期稼働目標：10ＭＷ以上 

 

【 協議中プロジェクト 】 
 

 茨城県古河市女沼 
 

 茨城県稲敷郡美浦村 
 

 茨城県北相馬郡利根町 
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地方中心市街地における展開 

トピックス④ 

28 



地方中心市街地における展開 

LEBEN 富山 THE PLATINUM 

総戸数65戸 2013年4月販売開始 

LUCIDA TOWER 
2012年全戸引渡済 

LEBEN HEIM TOYAMA 
 SHIROGANECHO 

2009年全戸引渡済 

LEBEN TOYAMA THE PLATINUM 
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地方中心市街地事業用地仕入状況 

群馬県高崎市 
用地取得 

（2棟 計 174戸） 
長野県松本市 
用地取得（80戸） 

年間200戸以上の安定的な供給を目指す 

各地方中心市街地において事業用地仕入を実施 
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戸建事業の再構築 

トピックス⑤ 
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戸建事業 自社施工戸建分譲 

42期 計画 150戸 

戸建用地取得体制の強化 

マンション戸建複合プラン 
 マンション164戸・戸建125戸 
 複合プラン計画中  （上福岡） 

中規模用地の仕入 
 27区画仕入済  （大泉学園） 

仕入状況 

専門仕入チーム発足 
    

戸建本部に仕入チームを発足 
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戸建事業 注文住宅 

マンションテイストを取り入れた戸建プランの提供 

注文住宅 差別化商品の投入 
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数値目標の進捗状況 

トピックス⑥ 
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数値目標の進捗状況 

■ 目標 

■ 実績 

2013年3月期 
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配当/資本政策 

2013年3月期 

■ 目標 

■ 実績 

= 
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業績予想・配当 
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業績予想 

2013年3月期 
（第41期）実績 

2014年3月期 
（第42期）予想 

増減率 

売上戸数 
（新築分譲マンション+戸建分譲） 

1,786 1,860 － 

売上高     （百万円） 64,907 71,650 10.4% 

営業利益  （百万円） 6,361 9,300 46.2% 

経常利益      （百万円） 5,792 8,515 47.0% 

当期純利益  （百万円） 4,074 5,030 23.5% 
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５ 円 １０ 円 １５ 円 

６ 円 １２ 円 １８ 円 

中間配当 期末配当 

４１期予想 
 （2013年3月期） 

４２期予想 
 （2014年3月期） 

合計 

100株以上1,000株未満 1,000株以上 

優待（年間） 
おこめ券 

2kg 相当 5kg 相当 

配当予想・優待 
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自己株式の取得実績および消却 

2012年3月期（第40期） 2013年3月期（第41期） 

取得期間  平成 23 年7月 26 日～ 
平成 24年3月 31 日 

平成 24 年5月 15 日～ 
平成 25 年3月 31 日 

買付株式数 1,469,100株  1,124,400株 

買付総額  595,523,700円 792,849,400円 

買付終了時（3月末時点） 
自己株式の保有状況 

2,451,871株 3,505,271株 

■ 取得実績 

■ 消却について 

◆ 消却する株式の種類    当社普通株式 
 
◆ 消却する株式の総数    386,070株 
                    （消却前の発行済株式総数に対する割合 1.2％） 

 
◆ 消却日              平成 25 年 5 月 15 日 

 
 消却後の発行済株式総数      33,000,000株  
 消却後の自己株式数                   3,119,201株（消却後の発行済株式総数に対する割合 9.5％） 
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◆ 取得対象株式の種類     当社普通株式 
 
◆ 取得し得る株式の総数     2,000,000株（上限） 
                     （発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合6.7％) 

 
◆ 株式の取得価格の総額     4,000,000,000円（上限） 

 
◆ 取得期間              平成 25 年 5 月 13 日～平成 26 年 3 月 31 日迄 

 
◆ 取得方法             東京証券取引所における市場買付 
                     自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付 
 

今期における自己株式取得 
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株式分割 

◆  株式分割の目的     
 株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の 
流動性の向上と投資家層の更なる拡大を目的とするものです。 

 
◆  分割の方法 

 平成25年6月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された 
株主の所有する普通株式を、１株につき４株の割合をもって分割いたします。 

  
◆ 分割により増加する株式数 
  ① 株式の分割前の発行済株式総数        33,000,000株 
  ② 株式の分割により増加する株式数      99,000,000株 
  ③ 株式の分割後の発行済株式総数       132,000,000株 
  ④ 株式の分割後の発行可能株式総数    248,000,000株 

  
◆ 分割の日程 
  ① 基準日公告日        平成 25 年 6 月 13 日（木曜日） 
  ② 基準日                   平成 25 年 6 月 30 日（日曜日） 
                         ※実質的な基準日は平成25年６月28日（金曜日） 

  ③ 効力発生日            平成 25 年 7 月  1 日（月曜日） 
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本資料は、２０１３年３月期の業績に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券への投資勧誘を目的としたもので

はありません。また、本資料は２０１３年３月末日現在のデータに基づいて作成されております。本資料および引き続き行われる質疑応答の

際の回答、計画、予測等は、資料作成時点の当社の判断であり、その実現・達成を保証、約束するものではなく、また、その情報の正確性、

完全性を保証し又は約束するものではありません。本資料に記載された内容は、予告なしに変更されることがあります。 

TEL：０３-５３２４-８７２０ 
FAX：０３-５３２４-８７２２ 
E-mail：irinfo@leben.co.jp 

■本資料に関する注意事項・お問い合わせ 

 お問い合わせ先   
経営企画室 


